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　都市における水辺空間の活用策を探るとともに、都
内の橋や堤防、護岸、防災船着場などの整備状況を調
査するため、隅田川、神田川、日本橋川などを船上から
視察しました。
　都内には関東大震災の復興の際に厳しい基準で建
造された橋が多く残っており、築80年を迎えています。
都はこうした老朽化した橋を、アセットマネジメント（施
設・設備を計画的、効率的に維持管理）によって長寿命
化を図っています。
　今後、都市インフラの更新に合わせ、防災・減災対策
に取り組むとともに、水辺の潤いなど河川の活用策を
提案していきたいと思います。

　都が1月に策定した「木密地域不
燃化10年プロジェクト」実施方針に
基づき、先行して不燃化対策を進め
る地区を募集したところ、11区12地
区から応募がありました。
　都議会公明党は、都がこの中から
実施地区を選定するにあたり、応募
した12地区の全てで先行実施する
よう要望しました。この結果、応募が
あった墨田区から2地区、品川、目
黒、大田など12地区の全てが先行実
施地区に指定されました。

　都の来年度予算編成に向けて、中
小企業、福祉、教育など100を超す各
種団体から要望を受けました。 不況
で税収が落ち込む中、限られた予算
ではありますが、各団体の要望に応
えていきたいと思います。

　4月には首都直下地震などによる
被害想定が見直され（新被害想定）、
その規模が大幅に拡大しました。こ
れを受け、9月には地域防災計画（震
災編）改定の素案が示されました。
都議会公明党は現場調査を重ね、定
例会や委員会の審議などを通して、
同計画の改定をリードしてきました。
今後、地域防災計画の決定に基づ
き、都の防災対策を一段と進めて参
ります。

東京都議会の第3回定例会（9月19日～10月4日）で都議会公明党は、いじめ問題や防災対策、中小企業支援など、直面する都政の
課題解決に向け、積極的に議論を展開しました。また、10月5日には防災対策特別委員会で地域防災計画修正案について質疑しま
した。主な内容を紹介します。

すぐ現場、すぐ行動！ 加藤が動く！！ーーKATO REPORT
加藤リポートでは、都議会や委員会での質疑応答や調査・視察など、
加藤まさゆきのホットな話題を紹介します。
加藤リポートでは、都議会や委員会での質疑応答や調査・視察など、
加藤まさゆきのホットな話題を紹介します。

地図で災害危険地域を確認都市整備局に要望書を提出

団体から要望を聞く

日本橋船着場で説明を聞く

7月13日 河川の活用策と橋や堤防の整備状況を視察 9月4日～10日 来年度の予算要望で100超の団体からヒアリング

8月27日 木密地域不燃化先行特区に関して申し入れ

10月5日 防災対策特別委員会・地域防災計画修正素案で質疑

防災対策特別委員会で質問に立つ加藤まさゆき

　身近な避難所である小中学校で行う防災訓練に合わせて、消火栓を
使った応急給水訓練を行うべきとの提案に対し、水道局長は「同時実施
について区市町等と調整し、積極的に取り組んでまいります」と答弁。
また、「昨年度を大幅に上回る回数で実施」との意向を表明しました。

消火栓を活用した応急給水訓練の普及へ
地域の防災訓練と同時実施でQ

A

　大規模救出救助活動拠点（都立忍が丘高校跡地）の平常時活用や、
災害時行動マニュアルの策定にあたり、墨田区や住民の意見を十分に
反映すべきとの問いに対し、総務局長は地域の実情を踏まえ、「地元区
や地域住民の方々と協議の場を持ちながら、本地区の防災機能が最大
限発揮されるよう着実に取り組みを進めて参ります」と答弁。また、防災
トイレの水洗化を求めたのに対し都技監は、災害時の運営主体となる
墨田区と検討を進めると答えました。

A

　医療機関に隣接した防災船着場整備の現状と今後の取り組みを質し
たのに対し、都技監は、現在防災船着場は61か所整備されており、災害
拠点病院である都立墨東病院など２か所に傷病者搬送等を目的とする

防災船着場を整備していることを述べました。そして、今後は、隅田川の
あらかわ遊園や神田川の和泉橋など、災害拠点病院の近傍に位置する船
着場についても、災害時における舟運活用を検討していくと答えました。

災害時の傷病者搬送など舟運活用を提案Q

白鬚東防災拠点の整備について対応を求めるQ

A

9月初旬 地域防災計画の改定をリード

❖地域の防災訓練で応急給水訓練も
　同時実施へ！
❖地域の防災訓練で応急給水訓練も
　同時実施へ！
❖白鬚東防災拠点の維持管理・更新へ！
　素案に明記！
❖白鬚東防災拠点の維持管理・更新へ！
　素案に明記！

加藤リポート加藤リポート
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ご意見、ご要望は、都議会
公明党までお寄せください。 都議会公明党 〒163-8001 東京都新宿区西新宿2-8-1

TEL.03-5320-7250　FAX.03-5388-1787
www.togikai-komei.gr.jp/
都議会公明党 検 索

子供・児童の安全、被災地支援などで積極的な提案！
加藤まさゆき通信 2012年（平成24年）秋季号 平成24年 東京都議会第3回定例会

子 供 ・ 児 の 安 全童
有識者らによる会議で対策を早急に検討
都内全公立学校における緊急調査で、「いじ

め」と「いじめの疑い」が１万件以上に上ったこ
とから、都は今年度に立ち上げた「自殺予防の
ための検討会議」に弁護士や相談機関などの専
門家を新たに加え、対策を早急に検討します。

各学校では、保護者の理解を得ながら、学級担任が家庭訪問を行い、子ど
も達の学習や生活内容を保護者と共有するよう努力するとともに、「家庭と子
供の支援員」が未設置の学校に配置を促進し、教師とともに家庭訪問等を行
うなど、児童・生徒との信頼を深める取組を推進していきます。

強制力を持ったネット被害防止対策へ
インターネット上のいじめ対策として都は、相

談窓口「東京こどもネット・ケータイヘルプデス
ク」で受け付けた相談について、関係機関へ不
適切な内容については、情報提供を行うほか、
都教育委員会で学校裏サイトを監視し、サイト
運営者への書き込み削除要請など、対応のため
の新たな基準を作成します。

警察官OBを活用して相談体制を強化
恐喝や暴行、傷害など、いじめ問題で命の危険がある場合は、教育現場と

警視庁の連携が重要です。そこで警視庁は、今年度中に完成予定の「東京都
教育相談センター」などの相談機関に実務経験豊富な警察官OBの配置を検
討します。

家庭訪問の対話で信頼関係を深める

自 転 車 政 策
安全利用に関する条例の早期提案を表明
依然として多い自転車事故に対応するため、都議会公明党の主張を受け

て都は、自転車の安全利用に関する条例の早期提案に取り組みます。盛り込
まれる内容としては、関係者の責務の明確化や安全教育の推進などの規定
が考えられています。

中 小 企 業 支 援
国の業種絞り込み後も資金繰りを支援
　国のセーフティネット保証業種絞り込みにより、
11月以降、同保証に対応した制度融資メニューを
利用できなくなる企業に対し、都は独自の融資メ
ニュー「経営一般」の条件を緩和します。また、地域
の金融機関と連携した新保証付融資において、10
月から取扱金融機関を拡大するほか、今年度末ま
での特別措置として保証料率を引き下げます。

被 災 地 支 援
農水産物の風評被害解消で小売業者を応援
　原発事故の影響で被災産地の農水産物が買い控えられているため、都
は小売業者を中心とした被災産地での意見交換会を実施するとともに、
分かりやすく被災地支援をアピールするステッ
カーやのぼりを小売店舗などに配布します。

防 災

特定緊急輸送道路沿いのビル所有者を支援
特定緊急輸送道路沿いのビルの耐震化が求められていることから、都は、耐

震診断が完了した所有者を直接訪問して改修や建て替えに関する助言を行う
とともに、経営や土地の利活用などで必要な情報提供および窓口の紹介を実
施します。

東京全体の木密地域の不燃化めざす
火災の危険性が高い木造住宅密集地域の解消に向けて都は、「不燃化特区」

の先行実施地区12地区で来年度当初から事業を始めます。また他の地区につい
ても、きめ細かな支援を行うことで、より多くの地区での事業実施をめざします。

学校施設の非構造部材の耐震化を加速
建物の天井など「非構造部材」の耐震化で都は、専

門家により、今年度中に都立学校の体育館を優先して
点検し、落下防止対策を実施します。小・中学校につい
ても、情報提供や国への財源措置の働き掛けなどで、
区市町村教育委員会を積極的に支援します。

消火栓の活用に向けて区市町を支援
都は、スタンドパイプなどを調達して区市町に管理してもらう方向で協議を進

めるなど、消火栓を使った応急給水を積極的に支援します。

女性の視点に立った対策をさらに推進
都議会公明党の主張を受け、都の地域防

災計画の修正素案には、避難所での授乳室
設置や女性用スペースの確保など、女性の視
点に立った対策が多く盛り込まれました。さら
に都は今後、防災に関する意思決定過程へ
の女性の参画も拡大します。

スタンドパイプ資材 設置されたスタンドパイプ


